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２０１８年度中央社保協第６回運営委員会  

 

２０１９年１月９日（水）１３時半～ 全労連会議室 

 

【出席確認】 

○代表委員 

  住江（保団連） 山田（民医連） 岩橋（全労連） 

寺川（東京）井上(大阪) 

○運営委員 

 白沢（障全協） 山元（新婦人） 中山（全商連） 西野（全生連）  

吉川（農民連） 民谷（福祉保育労） 阿部（全教）   （建交労）

  田島（年金者組合）瀧川（医労連）  上所（保団連） 梅津（共産党）

    （国公労連） 佐賀（自治労連） 岡田（医療福祉生協連） 

沢野（北海道） 高橋（宮城） 川嶋（埼玉） 藤田（千葉） 

相川（東京） 根本（神奈川） 寺越(石川) 小松（愛知） 

寺内（大阪） 楠藤（徳島） 西村(福岡)  

○事務局 

工藤（保団連） 山本、堀岡（民医連） 大西（全労連） 

山口、是枝（事務局） 

 

【報告事項】 

１２月  ５日(水) 第５回運営委員会 

          介護・障害者部会 

          国保部会 

     ６日(木) 北海道・東北ブロック会議 

          税制研究集会実行委員会 

     ７日(金) きょうされんスピーチ行動 

    １０日(月)  九州ブロック会議 

    １２日(水)  沖縄社保協社会保障学習会 

           憲法・いのち・社会保障守る全国集会実行委員会 

           高齢期運動連絡会「厚労省前座り込み」(～１４日) 

    １４日(金)  社会保障拡充「４」の日巣鴨宣伝 

           参加者４０人。(中央１４人、東京２６人) 

参加団体～年金者組合、保団連、日本医労連、東京土建、 

東京民医連、東京自治労連、東京地評、相談員、事務局。 

署名２４筆（社会保障１６ 国保８） 

配布ポケットティッシュ ２５００個 

    １５日(土)  第４７回中央社保学校現地実行委員会 

           東海ブロック国保差し押さえ問題学習会(37 名) 

    １６日(日)  滞納・差押ホットライン 

           埼玉自治労連学習会 
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    １７日(月)  高齢期運動連絡会・年金者組合打ち合わせ 

    １８日(火)  四国ブロック会議 

    ２０日(木)～２１日(金) 代表委員会 

    ２２日(土) 医療総合研究所・医療フォーラム 

    ２４日(月) 消費税１０％中止宣伝行動 

    ２５日(火) 「憲法２５条を守り活かそう」宣伝行動 

                    参加・福保労２、いのとり２、全労連２、全生連４、新婦 

人１、大フォーラム２、年金１、高齢期１、民医連３、き 

ょうされん１、中央社保協５ ２４人 

ポケットティッシュ９００個配布 

    ２６日(水) 地域医療を守る運動実行委員会 

    ２８日(木) 仕事納め 

 １月  ７日(月) 仕事始め 

          ６０周年レセプション打ち合わせ 

     ８日(火) ２５条共同行動実行委員会打ち合わせ 

     ９日(水) 第６回運営委員会 

          国保・厚労省レクチャー 

           

【情勢の特徴】～全国代表者会議基調報告案参照 

 (１) 社会保障削減～来年度政府予算案 「自然増」分１２００億円 

 安倍政権は２０１９年度政府予算案で、高齢化などに伴う社会保障費の「自然

増」分を約１２００億円圧縮し、約４８００億円に抑えることを決めました。１

６～１８年度の数値目標だった“毎年の伸びを５０００億円に抑える”を超える

削減です。１８年度まで６年連続で「自然増」削減を強行し、１兆６０００億円

も削り込んできました。 

 ２０１９年度社会保障費「自然増」削減１２００億円の主な内訳 

■薬の公定価格を市場価格に合わせ値下げ ５００億円 

■大企業などに勤める４０～６４歳の介護保険料引き上げ ６１０億円 

■生活保護費引き下げ ３０億円 

 予算折衝では、７５歳以上が支払う医療保険料を最大９割軽減する特例措置を

１９年１０月に廃止することも合意。低年金者向けの給付金で負担増を抑えると

言いながら、その財源となる消費税増税をのみ込ませる狙いです。特例措置廃止

で社会保障費を、年約６００億円削減できると見込んでいます。 

 後期高齢者医療制度は、低所得者の保険料を７割軽減する仕組みと収入に応じ

てさらに最大９割まで軽減する特例があり、ともに年金収入が８０万円以下の夫

婦２人暮らしなら保険料は９割軽減され、全国平均で１人月３８０円です。特例

措置が廃止されると大きな負担増となります。 

  

(２)辺野古新基地建設をめぐり、米大統領宛て電子署名、県民投票 

 沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設をめぐり、同基地建設の是非を問う県民
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投票を実施するまでは埋め立てをやめるようトランプ米大統領に求める電子署

名が、１２月に要件とされた１０万人分を超えました。 

 一方で、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設の賛否

を問う県民投票（２月２４日投開票）をめぐり、県は、投開票の事務作業を市町

村に代わってできるようにする検討に入りました。宮古島市、宜野湾市、沖縄市

など、県民投票を実施しない意向を示す市長が相次いでいるためで、県民投票条

例の改正が検討されています。 

 

(３)障害福祉 打ち切り違法確定～控訴審判決 岡山市が上告断念 

 脳性まひで重度の身体障害がある浅田達雄さん（７０）＝岡山市＝が、障害福

祉サービスを打ち切った同市を相手取り訴えていた裁判で、岡山市は、１２月１

８日、市議会本会議で、控訴審判決（１３日）に対して上告しないことを表明。

浅田さん全面勝訴の控訴審判決が確定しました。 

 浅田さんは、市が、障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）７条の介護保

険優先原則にそって、介護保険の申請がないからとして６５歳の誕生日で障害福

祉サービスを打ち切ったのは違憲・違法だと訴えていました。 

 

(４)与党税制改定大綱 

 自民・公明の政府与党は、２０１９年度の税制改定の大綱を決定。２０１９年

１０月からの消費税の１０％への増税を「確実に実施する」前提で、売り上げに

影響するとされる自動車や住宅への減税措置など、業界やメーカーの要望には応

えています。自動車や住宅を買わない人には関係なく、庶民には消費税増税に加

え、「増税対策」と称して行われる負担ものしかかります。 

 税制大綱は、消費税増税と同時に行われる食料品などの「軽減税率」導入の財

源について、所得税等の増税分と、増税４年後に導入される「インボイス」制度

などで賄うと明記しました。仕入れにかかった税額などを取引先に通知する「イ

ンボイス」は、零細な免税業者は発行できません。取引からの排除を恐れる免税

業者が課税業者になり、納税することによる２０００億円規模の増収を見込みま

す。 

 「軽減税率」は、税率を据え置くだけで「軽減」でも何でもありません。制度

を複雑にして、混乱拡大は必至です。 

 

(５) 中期防～最大の２７兆４７００億円  

  政府は、新たな中期防衛力整備計画（中期防、２０１９～２３年度）の予算

総額を過去最高の２７兆円台とする方針を決めた一方で、来年１０月からは消費

税率の１０％への引き上げや後期高齢者医療保険料の軽減措置の廃止を予定す

るなど、軍事費増と国民負担増、社会保障削減を狙っています。 

 新たな中期防の予算総額は「２７兆４７００億円程度」とする方針で、過去最

高だった０１～０５年度の２５兆１６００億円程度を２兆３０００億円あまり

も上回ります。複数の関係者が１３日、明らかにしました。 
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【協議事項】 

(１)全国代表者会議について～連絡文書、案内状参照 

  ①全国代表者会議  以下の日程案を確認した。 

   日時 ２０１９年３月９日(土) １０時半～ 

   場所 けんせつプラザ東京５階ホール 

       ※６０周年記念レセプションも同会場で開催 

       ※１２月３日に会場予定の東京土建本部と打ち合わせを行いま 

した。 

   内容 １０時半～１４時半  全国代表者会議(１０時開場) 

      １５時～       60 周年企画・学習講演 

         ※講師  井口克郎（いのくちかつろう）氏⇒ＯＫ 

              神戸大学准教授 

          演題  「医療・介護保障の抑制・後退政策と対抗軸～日 

本における健康権の普及と確立を～」(仮) 

      １６時半～   会場つくり 

      １７時～１９時 60 周年記念レセプション 

              １５０人程度(会議参加者含む) 

              会費 ５０００円               

 

  ②基調報告(案)の具体化、議論 

    １１月代表委員会⇒基調報告案素案討議 

    １２月５日 運営委員会⇒基調報告案素案討議 

    １２月２０～２１日 代表委員会合宿⇒第一次案討議 

     １月９日 運営委員会⇒第一次案討議 

    １月２８日 代表委員会⇒第二次案討議 

     ２月６日 運営委員会⇒第二次案討議 

     ２月   代表委員会⇒最終案討議、確定 

 

  ③基調報告第一次案についての討議状況 

   (出された意見の要旨) 

 憲法改悪反対の立場を明確に。 

 自治体キャラバンが大きな力になって、各団体の運動を広げる

ことになっていることを強調する。 

 浅田訴訟、天海訴訟、障害者の人権について情勢で触れながら、

運動面でも。 

 社会保障の解体・変質を明確に、市場化することを明確に。 

 大企業の内部留保が突出している、財界のエゴ、それを助ける

安部の政策を明確に切る。 

 選挙について、チャンスととらえることを強調。 

 安部政権を大敗に追い込む、退陣させるという表現へ。 
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 消費税増税を打ち出した旧民主党勢力も巻き込んだ反対運動に

なっている。 

 静岡で「18 歳までの医療費無料化」を選挙公約で出していた。

具体的要求を掲げての選挙に。 

 エアコン設置の運動についても触れる。 

 宮古島市がキャラバンを拒否している。辺野古の問題を強調へ。

沖縄負担軽減論を批判する。 

 野党の共通政策に社会保障問題を入れていく運動を。難病問題

も。 

 生保審査請求５８２４件。審査請求の運動を。いのとり裁判支

援の強化。 

 相談活動が大事であること。 

 生保基準引き下げが就学支援の基準引き下げへの問題。奨学金

の申請に資産を提出させる問題。 

 マイナンバー問題。 

 ブロック単位の活動の前進と重要性。地域社保協が沢山存在す

ることが生活をまもることにつながる。 

 知って得するパンフ…岡崎市からの講演依頼、名古屋市からの

注文。内容を学習し広げる活動へ。 

 ホームページでの情報提供。相談受付。 

   ※1 月 28 日代表委員会での議論も踏まえ事務局にて修正を行い、次回運営

委員会へ第２次案を再度提案する。(事前に配布することとする) 

 

(３)消費税１０％増税阻止のたたかいと署名の取り扱いについて 

 安倍内閣が来年１０月実施をねらう消費税１０％の中止を求める「１０月消費

税１０％ストップ！ネットワーク」（略称、１０％ストップ！ネット）が結成さ

れました。（署名チラシ参照） 

 幅広い政党、団体・個人に「来年１０月の増税中止」の一点で共闘を呼びかけ

ました。 

 ①１２月１４日、「１０月消費税１０％ストップ！ネットワーク」が結成され、 

以下のアピールが発表されました。中央社保協は、ネットワークに賛同し、共同

の取り組みを強めます。（アピール参照） 

 

 ◆「１０月消費税１０％ストップ！ネットワーク」アピール 

 国民のみなさん 

 政府は予定通り、２０１９年１０月から消費税率を１０％に引き上げようと 

しています。 

 家計消費は低迷し、深刻な消費不況が続いています。実質賃金は伸びず、年 

金受給額はさらに削られようとしています。金融資産を持たない世帯が全世帯 

の３割を超えるなど、格差と貧困は拡大する一方です。 
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 このまま税率が引き上げられれば、地域経済をさらに疲弊させ、中小企業や 

小規模事業者の営業を脅かし、雇用不安を招くなど国民生活は大変な影響を受 

けることになります。 

 国民のみなさん 

 政府が行おうとしている消費税増税のための景気対策は、一時的で対象も限 

定され、富裕層ほど大きな恩恵を受けるものです。「軽減」と宣伝されている 

複数税率による混乱も心配されています。 

 消費税率引き上げのために莫大（ばくだい）な予算をつぎ込むなど本末転倒で

あり、本気で景気対策を行うというのなら、消費税１０％への増税こそ中止すべ

きではないでしょうか。 

 国民のみなさん 

 景気悪化を招き、低所得者ほど負担が重いのが消費税の特徴です。「いま、消

費税を上げる時なのか」といった疑問の声が大きく広がっています。 

 私たちは「１０月消費税１０％ストップ！ネットワーク」を立ち上げ、２０ 

１９年１０月からの消費税増税を中止させるために、あらゆる手段を尽くして活

動します。 

 こうした趣旨に賛同いただき、ともに声をあげていただくことを呼び掛けま 

す。 

 

②消費税１０％増税反対署名について。 

ア、ネットワークが提起する消費税１０％増税反対署名に共同し、１０月までの

取り組みを強めます。 

イ、ネットワークの宣伝行動等に共同し、結集します。 

ウ、地域で提起される共同の宣伝行動等に共同し、結集します。 

エ、「消費税１０％中止」ならびに「消費税は更なる負担増」「社会保障の財源 

問題」等をテーマにしたチラシ(データ)ならびに宣伝物の作成を検討し、活用を

呼び掛けます。 

 

③「社会保障制度の拡充を求める請願」署名(２５条署名)について 

現在取り組む署名は、通常国会前半の２月２０日に提出行動（全労連、全日本

民医連と共同）を行います。通常国会終了まで取り組み、共同の国会行動等を５

月下旬～６月５日ころまでに実施します。 

 

④国会終了後は、ネットワークの消費税１０％増税反対署名に集中します。 

 選挙後の情勢と消費税の動向等を受けて、２０１９年の臨時国会以降、新２５

条署名を再スタートさせます。新署名の内容、期間について、間隔をあけること

のないよう早めに検討し、全国総会（８月３日予定）に提案を目指します。 

 

（４）制度改善署名の取り組みについて 

①後期高齢者医療費定額負担原則２割化に反対する署名 
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 ２０１９年２月１日に国会行動(院内集会・署名提出)を、高齢期運動連絡会、

年金者組合と共同して取り組みます。(チラシ参照) 

  ※田島運営委員(年金者組合)よりの報告 

    川崎老人クラブで本署名に取り組むことが決定された。 

    秋田県市町村の 8割の自治体で意見書が採択されている。 

②介護改善署名⇒全労連、民医連と社保協の連名署名 

  ２０１９年２月２０日に国会行動（院内集会・署名提出）を２５条署名と共 

同で計画します。 

ウ、年金改善署名⇒全労連、年金者組合と社保協の連名署名 

エ、よりよい保育を求める署名⇒実行委員会 

 

(５) 第１９８通常国会と定例国会行動等について 

 第１９８通常国会は１月２８日開会、６月２６日閉会が予想されています。 

 中央社保協は、第１９８通常国会の定例国会行動（国民大運動実行委、安保破

棄中央実行委と３者共同）に、これまで通りに隔週水曜日に取り組むと同時に、

署名提出行動等を共同して成功させます。 

開会日行動については、総がかり行動実行委と市民アクションによる開会日行

動に結集します。 

 

（６）第４７回中央社保学校開催(石川県)について（別紙参照） 

   ※北陸３県社保協で第３回現地実行委員会(12 月 27 日開催)の報告を寺越

運営委員より受け、協議の結果次のように確認した。 

① 社保学校の内容・スケジュール案等 

(1)提案概要  

主催 ：中央社会保障推進協議会  

規模：400 名（北陸三県 200 名＋他県 200 名）  

日 時：2019 年 8 月 29 日（木）13:00～8 月 31 日（土）  

場 所：1 日目：石川県教育会館 大ホール （340 名）  

2 日目：午前：社会保障入門講座、分科会、  

場所：商工会館会議室４会場、教育会館集会室  

午後：貧困問題シンポジウム  

場所：石川県教育会館 大ホール  

3 日目：市民公開講座 石川県教育会館 大ホール （340 名） 

 (2)主なスケジュール 

 1 日目 

小森陽一さんの講演、小森さん・井上英夫さんとの対談＆会場からの質疑 

 2 日目午前 9時 30 分～12 時  社会保障入門講座、分科会 
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        講師への要請などはこれから。変更もあります。 

 2 日目午後 1時 30 分～16 時頃(終了時間は検討中) 

テーマ：貧困問題シンポジウム、 司会：鈴木静愛媛大学教授 

  (北陸 3 県で貧困問題に取組んでいる団体等にシンポジストの要請を検討) 

 3 日目  市民公開講座…現地実行委員会企画 

ジャーナリストまたは障害分野から講師案が確認された。 

 

② 予算案  以下の件について確認した。 

    １）北陸三県の参加目標（案）について たたき台案  

石川：100 名、福井：50、富山：50  

2) 参加費（案）について  

全国  ：1日 2000 円、市民公開講座は 500 円 

北陸 3県：1日 1000 円、市民公開講座は 500 円 ３日間で 2500 円 

     3)全体予算案 

         

(７)国保（別紙参照） 

 ①２０１８年度国保料の動向について（国保新聞参照） 

モデル国保料、所得に占める国保料の割合一覧の集計（別紙） 

  

②厚労省レクチャー（別紙)   

17 名参加(中央・東京・埼玉・千葉・保団連・全商連) 

 

 ③滞納差押処分西日本ブロック学習交流集会(チラシ参照) 

  日程：2019 年 2 月 3 日（日）13:30～17:00、終了後懇親会 

場所： 福岡センタービル 10 階会議室（スクール形式で 108 名収容） 

参加目標：100 名 

内容 講演①「国民健康保険の成り立ちから、県単位化まで」 

筑紫女学園大学 池田教授 60 分（質疑含め） 

       講演②「国保料（国保税）滞納と差押え問題」 

福岡南法律事務所 國嶋弁護士 40 分（質疑含め） 

       特別報告「滞納差押の実例報国～鹿児島・垂水市の実例から～」 

          滞納処分対策全国会議 仲道司法書士 40 分 

         各地の運動交流 

                    

 ④滞納・差し押さえホットライン 

   日程 １２月１６日（日） 

   場所 東京労働会館 ※フリーダイヤルで実施 
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    ※相談件数が７件にとどまり、今後の実施日、内容等について検討 

 

（８）介護（資料参照）  

  ①介護１１０番 記者会見 

   日時 １２月２１日（金） １６時～(集合１５時半厚労省ロビー) 

   場所 厚労省記者クラブ会見室 

    

（９）当面の宣伝行動 

 ①社会保障拡充「４」の日宣伝行動 

 ・日時 １月１４日(月・祝) １１時～１３時 

 ・場所 巣鴨地蔵通り商店街前 

  ※祝日で、２時間のロングラン宣伝です。 

  ※２月１４日 １２時から巣鴨駅前で計画（以下、毎月１４日に計画） 

 

②消費税廃止各界連「消費税１０％中止」宣伝行動 

 ・日時 １月１７日(木) １２時～１３時 

 ・場所 新宿西口 

 

③消費税１０％増中止ネットワーク「消費税１０％中止」池袋宣伝・パレート 

 ・日時 １月２６日(土) １３時～ 

 ・場所 池袋東口・サンシャイン横の公園集合 

 

 ④「宣伝行動ゾーン（１３－１５日、２３－２５日）」の徹底 

 

⑤毎月２５日を基本に、「２５日行動」を計画 

いのちのとりで全国アクション、年金者組合等と共同して計画する 

                

（１０）１０２５中央行動実行委員会の取り組み 

１月１１日に実行委員会（１５時～ 議員会館会議室） 

 

（１１）消費税の増税と社会保障制度の改悪阻止！東京・関信越税制研究集会 

 日時 ２０１９年１月１２日(土) ～ １３日(日) 

 場所 けんせつプラザ東京５階会議室 

  

（１２）各団体、社保協報告(提出文書などを参照) 

 

（１３）その他 

 ①「特養あずみの里業務上過失致死事件裁判」無罪を勝ち取るための支援依頼 

 （全日本民医連 別紙） 
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 ②＜福祉国家研究会・連続講座＞ 参加要請の依頼 

 全体テーマ＝「安倍政治」をどう変えるか？ 

 第１講：3月 30 日（土）午後 

     「改憲を阻んで憲法の生きる日本を」―憲法・安保・沖縄政策論 

     ＊講師：渡辺 

 第２講：５月 11 日（土）午後 

     労働・貧困問題と安倍政治―財源提案を含めて 

     ＊講師：後藤ほか 

 第３講：６月１日（土）午後 

     地域政策と安倍政治―地域経済の活性化策、福祉・社会保障政策 

     ＊講師：岡田・岡﨑・関 

 

③当面の日程 

１月  １０日（木） 全労連社保闘争本部 

    １１日（金） ２５条共同行動実行委員会 

           後期高齢者医療費定額負担原則２割化反対行動 

打ち合わせ 

全労連旗開き 

    １２日～１３日 いのちと暮らしを守る税制研究集会 

    １４日（月） 社会保障拡充「４」の日宣伝行動 

           近畿ブロック会議 

    １５日（火） 日本医療福祉生協労連新年レセプション 

           農民連レセプション 

    １７日（木） 消費税廃止各界連宣伝行動 

    ２２日（火） 社会保障誌編集委員会 

    ２４日（木） 滞納処分対策全国会議事務局会議 

    ２５日（金） 東海ブロック会議 

    ２６日（土） 消費税１０％中止ネットワーク宣伝・パレード 

           保団連レセプション     

 

④次回日程  ２月６日（水）１３時３０分～ 日本医療労働会館会議室 

         当日、介護障害者部会：10 時 30 分～ 同・会館会議室 

       3 月の運営委員会は開催しません。 

  

 ※開催の基本ルール 

毎月・第 1水曜日 13 時～17 時。休み等が入る場合は第 2水曜日へ。 

尚、午前に部会や企画・行動等が入る場合は 13 時 30 分～17 時 

開催場所は、日本医療労働会館。 
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「介護をよくする東京の会」第 9 期 第 1２回事務局会議報告 

日時：2019 年 1 月 16 日（水）10：3０～ 会場：東京自治労連会議室 

出席：久保（地評）、寺田（医労連）、及川（民医連）、相川（社保協）、森永（全国ヘルパー） 

西銘（医労連）横田（福保労）、芝宮（年金者組合）、杉山（東京自治労連）下線欠席 

＜報告事項＞ 

1、第 11 回事務局会議報告を確認した。 

2、情勢報告 

 ＜略＞ 

３、各団体等の報告 

民医連）介護署名を 6000 筆集約 2/20 の国会行動で提出予定。 

   特養あずみの里のパンフをもとに現状の報告があった。なお、引き続き署名に取り組 

   むことが報告された。 

４、協議事項 

1）①地域の総合事業などの状況をつかんでいくための、「会」としてアンケートを 45 ケ

所から集約した。現在集計中（残一言部分） 

②これを受け、来年３月３日（日）介護交流集会（仮称）を実施する。その内容につい 

ては、報告・交流を中心に開催し、総会も同時に行うことを確認した。 

具体的には、自治体・事業所・利用者などの報告を中心に報告者を組織していく。合 

せて参加者から報告も組織していく。なお、報告事項は、アンケート報告及び介護 

110 番報告と問題提起を行う。 

  ③あずみの里の署名に取り組むことを確認した。 

２）今後の日程を確認した。 

2 月 14 日（木）   巣鴨駅宣伝 12 時～ 13 時 巣鴨駅 

3 月 3 日（日）    介護交流集会・総会 13 時～ ラパスホール 

         

次回日程：2 月 14 日（木）14：0０～ 東京労働会館 4 階・自治労連会議室 
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●発行日  2018 年 12 月 11 日 

●発 行 消費税廃止各界連絡会  
豊島区目白 2-36-13(全商連内) 

Tel:03-3987-4391/ http://shz-haishi.jp/ 

県各界連・加盟団体へ送っています。 

増刷してご活用ください。  
消費税 10％増税中止の一点で共同しよう！ 

消費税廃止中央各界連は 11 月 21 日、消費税増税中止を求める署名提出集会・国会議員要請行動を行い、

この間全国で集めた「消費税増税中止を求める」請願署名73,801人分を提出しました。10月15日に行われ

た安倍首相の増税表明以降、各界連宣伝への市民の反応が高まっています。各地から「進んで署名に応じ

てくれる」「宣伝で署名数が倍になった」などの報告が相次いでいます。消費税増税中止の請願・陳情や地

元議員との懇談で声を届け、宣伝・署名で世論を広げましょう。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

議員要請で実態突き付け与党内からも「中止」の声 
国会行動には、13団体から270人が参加しました。全国商工団体連合会の太田義郎会長は「消費税導

入以来、税と社会保障の再分配の機能は失われ、国民は貧乏に、大企業は栄えた。消費税 10％増税中

止の一点で共同し、世論を盛り上げていきましょう」と主催者あいさつをしました。中山眞事務長は行動提起で、

対話を広げて宣伝・署名を一気に広げることや、統一地方選、参院選を見据え候補者への要請を強めること

などを提起しました。宮本徹衆議院議員が国

会情勢を報告し、参加者を励ましました。 

菅隆徳税理士が「消費税に頼らない財源

提案」と題して講演を行い、法人税を累進課

税にすれば9兆円の財源が生まれ、消費税増

税をしなくても財源があることを訴えました。「不

公平な税制をただす会」共同代表の湖東京

至税理士が、韓国の税制視察の報告を行い

ました。 

集会の前後には地域ごとに各県選出議員

などの控室を訪ね、切実な実態を訴えて増税

中止を要請しました。 

【要請行動の報告から】(敬称略) 

●岡島一正(立憲)紹介議員になると署名用紙を受

け取る。 

●生方幸夫(立憲)「立場は反対だと思います」 

●穴見陽一(自民)業者の状況に理解を示し、「頑

張ってください」 

●今枝宗一郎(自民)「(議員は)開業医なので消費

税の痛みはわかっている」と誠実な対応をしてくれた 

 

●斎藤洋明(自民)本人が対応し、「支援者からも反

対の声が届いている」 

●青山雅幸(無所属)「金持ちばかりを優遇する必要

はないと思う。増税は仕方ないが、法人税優遇は不

公平だと思う」 

●宮川伸(立憲)消費税について「今あげる時ではな

い。国民の声を聴くことが大切」 

 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

◆新ポスター、プラスターサイズと通常サイズが好評です！活用をお願いします◆ 

のぼり、テイッシュも注文受け付けています！ 
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来年 10月の消費税増税に伴う景気対策について政府が検討を進めています。プレ

ミアム商品券やキャッシュレス決済対象のポイント還元など対策があげられていま

すが、効果はあるのでしょうか。 

 

 

 

右の表は過去の商品券や給付金

の効果をまとめたものです。国費

に比べ得られる経済効果が低いこ

とがわかります。 

今回の案では、低所得者や２歳

以下の子育て世代を対象とするこ

とを検討していますが、使用でき

る期間は半年と短く、対象者の負

担軽減や景気対策につながるのか

疑問です。 

 

 

キャッシュレス決済によるポイント還元も問題です。中小小売店を対象としてい

ますが、キャッシュレス対応や手数料など小売店側に負担を押し付けています。対

応ができなければ客足が遠のくことや、対応しても手数料負担などが重くのしかか

り小売店の経営を圧迫、１０万件超の小売店が倒産するとの声も上がっています。 

商品券やポイント制度は需要の先食いで、対策終了後の消費低迷が危惧されていま

す。地域経済の破壊につながる、消費税増税と対策は中止にしましょう。 

商品券・ポイント還元を導入しても効果は限定的 

景気対策というなら消費税増税は中止に！ 

 

 

消費税廃止各界連絡会  
東京都豊島区目白２-36-13  

電話 03-3987-3230 

ＦＡＸ 03-3988-0821 

過去の商品券や給付金

地域振興券

（1999年）

定額給付金

(2009年)

プレミアム付き

商品券（15年）

内容

１５歳以下の子ど

もを持つ世帯主に

子ども１人２万円

分、住民税非課税

の６５歳以上に２

万円分支給

1人1万2千円、

18歳以下と65歳

以上は2万円の

現金を支給。所

得制限はなし

交付金を利用し

自治体ごとに購

入金額に一定額

を上乗せして発

行。地元産品限

定の商品券も

国費 ６１９４億円 1兆９３６７億円 ２３７２億円

効果※ ２０２５億円 ６３５２億円 １０１９億円

※総務省や内閣府などの試算 「日経」より
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2018～2019 年度 都民連第２回世話人会議  

日時 ２０１８年１２月１４日（金）１３：３０～１５：００ 

会場 東京自治労連会議室 

 

【出席確認（順不同、敬称略。）】   9 組織 10 人 

大内（東商連）、佐久間（新婦人都本部）、黒坂（東京自治労連）、芝宮（年金者組合都本

部）、水上（都生連）、國米（福祉保育労東京）、市川（臨海都民連）、平間（都教組）、田

中（東京民医連）、木村（東京土建）、大住（自由法曹団東京）、皆内（東京母親大会連絡

会）、萩原（新日本スポーツ連盟都連）、岸本（東京平和委員会）、 

白滝・阿久津・鎌田（東京地評）、 

オブザーバー：會澤（革新都政の会）、寺川（東京社保協）、佐田（障都連） 

 

Ⅰ．特別報告 

「都立病院の独立行政法人化問題」  

講師 木村文彦さん（都庁法人労組書記長） 

※別添のレジュメ・資料をご参考ください。 

 

Ⅱ．報告事項 

１、経過報告（１０月１５日～１２月１３日） 

（１）２０１８年東京都議会第４回定例会（４定） 開会日行動 

12 月 4 日（火）12：15～12：45、東京都庁前にて開会日行動を実施し、200 人が参

加しました。事前に回収した個人請願用紙は 680 枚集まりました。荻原淳東京地評議長

による開会あいさつのあと、3 団体から決意表明がなされました（小零細企業にも光を

あてた中小企業振興条例の制定を求める（東商連）、都立病院の独立行政法人化を許さな

い（都立病院の充実を求める連絡会）、豊洲移転と築地市場の解体を許さない、組合への

行政処分は不当である（全国一般東京地本））。都議会会派から尾崎あや子都議（日本共

産党）があいさつしました。主催は、東京地評、都民連、東京社保協。 

 

（２）都民要求実現全都連絡会（都民連）  

・10 月 15 日（月）13：00～14：30、東京地評会議室にて 13 組織 15 人が出席しました。

冒頭、都政・都議会報告として大山とも子都議（日本共産党）から報告を受け、都政を

中心に今後の議会で焦点となる生活課題について意見交換を進めました。4 定開会日行

動（12/4 予定）の計画も協議、確認しました。 

 

（３）都民生活要求大行動実行委員会（都民生活）  

（東京都要請行動）都民生活要求大行動実行委員会（事務局・東京地評、東京社保協）

は、10 月 31 日（水）9：30～17：30、東京都庁第 2 本庁舎・２庁ホールにて要請行動

を実施しました。延べ人数 336 人が参加しました。同実行委員会が 7 月 31 日に提出し

た 2019 年度東京都予算要望書（14 分野 279 項目）に対する回答が、10 月 1 日（一部

10 月 5 日）、東京都より寄せられました。この日行われた対都要請行動は、この回答に
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もとづき再質問・再要請する目的で実施したものです。11/30 実行委員会で総括するとと

もに、年末にむけて政党要請などを各団体で取り組むことを確認する予定です。 

（第 3 回実行委員会）11 月 30 日（金）10：00～11：10、東京自治労連会議室にて 6 団

体 8 人の出席のもと開催しました。10/30 開催の東京都交渉とこの間の取り組みについ

て総括し、次年度も継続して実施することを確認しました。次期都知事選挙をにらみ、

2019 年（2020 年度予算要望）では統一テーマを設けるなど、分野・団体横断的な要望

を試みるべきとの意見が出されました。 

 

（４）２０２０オリンピック・パラリンピック問題 

（2020 オリンピック・パラリンピックを考える都民の会 対都要請） 

 10 月 23 日（火）13：30～14：30、オリパラ都民の会は、東京都庁第 2 本庁舎 10 階

209 会議室にて、対都要請行動を実施しました。オリパラ都民の会からは 9 人、東京都

からは 10 人（オリパラ準備局 8 人、都市整備局 2 人）が出席しました。暑さ対策や膨

張する五輪経費、晴海選手村土地投げ売りを正すことなどを要請しました。 

（2020 オリンピック・パラリンピックを考える都民の会 ICO 要請） 

 11 月 21 日（水）、オリパラ都民の会による IOC への要請行動が行われました。 

 

（５）築地市場解体・豊洲市場移転問題への取り組み 

 

（６）基地問題・オスプレイ配備計画反対運動 

都民連は、都内基地撤去、横田基地へのオスプレイ配備計画撤回を求め、「オスプレイ

反対東京連絡会」や地元運動体の提起する行動に協力し、運動を推進しています。 

①オスプレイ配備反対署名 

10/27 東京大集会を皮切りに、「横田基地へのオスプレイ配備撤回と訓練中止を求める

署名」（オスプレイ反対東京連絡会）に取り組みはじめました。第 1 次集約 3/31、第 2

次集約（最終）6/30 で実施しています。 

②行動、集会 

（座り込み） 

・10 月 21 日（日）13：30～15：30、福生市・フレンドシップパークにて実施され、181

人が参加しました。 

・11 月 18 日（日）13：30～15：30、フレンドシップパークにて座り込み行動を実施し、

168 人が参加しました。 

（横田基地にオスプレイはいらない！10.27 東京大集会） 

10 月 27 日（土）13：30 より、福生市・多摩川中央公園にて開催され、2000 人が参

加しました。オスプレイ反対東京連絡会が主催。荻原地評議長が開会あいさつ、国会情

勢報告（宮本徹衆院議員・共産党）、都議会報告（尾崎あや子都議・共産党）の後、地元

や首都圏の基地被害についてリレートークが行われました。閉会あいさつ（芳賀次郎・

三多摩労連議長）の後、横田基地にむけたアピール行進を実施しました。 

なお、初鹿明博衆院議員（立憲民主党）をはじめ、立憲民主党の衆参院議員、自由党

参院議員、都議会生活者ネットワーク都議、社民党東京都連から連帯メッセージが寄せ

られました。 
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（７）都立病院問題 

 

 

（８）各種行動や集会など 

①社会保障・福祉関係 

11/27 開催の国保運協は仮係数での算定、本係数は年末に発表となるため、1 月に本係数に

もとづく結果が明らかになる。一般会計からの繰り入れをなくさず、増やす取り組みが国保料

引下げにつながる。 

 

 

 

 

②首長選挙 

（１）新宿区長選挙（2018 年 11 月 11 日投開票） 

 新宿区長（東京都）11 月 11 日投開票の結果、自民、公明推薦の吉住健一氏（４６）

＝49,353 票、無現、2 期目＝が、立民、共産、自由、社民支持の経営コンサルタント野

沢哲夫氏（５２）＝23,973 票、無新＝を破り再選。投票率は２８・２４％。 

 

③2018年東京自治研究集会 

（本集会）12 月 9 日（日）9：30 より明治大学リバティータワー内で開催され 800 人が

参加しました。 

 

（８）都議会・都民生活をめぐる動き（別冊資料を参照してください） 

○都議会第 4回定例会の関係資料 

○主要課題（築地・豊洲、横田・オスプレイ、2020 オリパラ、都立病院） 

○各団体からの資料 

 

２、各団体の取り組みの交流 

・予算要求運動の最終盤にさしかかっている。宣伝を通じて、マイナンバー反対の運動

への一般市民の関心が高まっているように感じる。 

・晴海土地投げ売り問題で 3 月にシンポジウムを開催する計画。 

・小池知事の４定所信表明には暮らしの視点が欠落している。都議会前行動は、それぞ

れの団体の要求が見えるように工夫した方がいい。 

・都立病院の独立行政法人化問題での意見書を作成している。 

・現在取り組んでいる国保署名は１定で審議される。3/24 社保協総会。 

・2/7 年金裁判、星陵会館で報告会の予定。 

・都で会計年度任用制度職員のための条例が制定される。 
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Ⅲ．協議事項 

１．２０１９年度東京都議会第１回定例会（１定＝予算議会）開会日行動の計画 

議会事務局素案では、2/20 開会～3/28 閉会です。2/20 水曜日を仮日程として、昼休

み行動の配置を計画します。 

 

（１）１定の日程（予定） 

開会（本会議） 2 月 20 日（水曜日） 

代表質問  2 月 26 日（火曜日） 

一般質問  2 月 27 日（水曜日）、28 日（木曜日） 

閉会（本会議） 3 月 28 日（木曜日） 

 

（２）都議会開会日行動 

開会日に実施する行動です。以下のとおり実施することを提案します。 

日時 2 月 20 日（水曜日）12：15～12：45 

場所 東京都庁第１本庁舎前歩道 

主催 都民連、東京社保協、東京地評 

 

（３）行動内容の検討 

・宣伝カー  東京土建カーに配置を要請します。 

・司 会  東京地評（以降、新婦人都本部→東京社保協→東京母親） 

・主催者挨拶 東京地評・荻原淳議長 

・団体決意表明 最大５テーマを掲げる（各４分、計２０分間）。 

事務局からの分野別の配分は以下のとおりです。1 月 11 日までにご意見をお

寄せ下さい。 

①建設業からの訴え（東京土建に要請します） 

②医療・福祉分野その１、 

③子ども・教育分野 

④医療・福祉分野その２ 

⑤１定で注目されるべき課題 

※晴海選手村土地投げ売り問題をとの意見あり。 

・会派あいさつ  開会日確定後、各会派に参加要請します。 

・個人請願書  各団体の要求にもとづいて、あらためて精査してください。1

月 11 日（金）までにご意見をいただき、1月 15 日に確定したうえで、事前配信

します。組合員・会員に事前の記入と当日持参を呼びかけてください。（前回４

定では事前記入は 680 人分でした。１定は 1000 人を目指します。ご協力くださ

い。） 

※今回の請願署名用紙は、1万枚を印刷し一定数を各団体に配送いたします。印

刷費として３～４万円を支出することを提案します。（ご確認いただきました） 

 

・シュプレヒコール  前回行動のものを活用します。修正意見は 2/15 まで受付。 

シュプレヒコーラー：新婦人都本部にお願いします。 
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２．２０１９年度東京都予算案学習会の計画 

例年開催している都予算案学習会を、2 月上旬～中旬に、東京地評会議室にて開催

することを提案します。 

講師は、革新都政の会と日本共産党東京都議団に要請します。主催は都民連、革新都

政の会です。 

→2/8（金）13：30～15：00、地下・中会議室で開催します。（直前の 13 時からの 30 分

間で都民連会議） 

 

【次回の日程】 

２月８日（金）13：00～13：30 地下・中会議室 

※毎月金曜日、月曜日での設定を定例化できるように努めています。 

 以 上 
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13：30～14：00 地裁前宣伝行動 

14：00      入廷行進 

14：30～15：30 第２回口頭弁論 

15：30～16：00 移動 

16：00～17：00 報告集会 

  ※報告集会会場 衆議院第２議員会館第１会議室 

 

2013年8月から15年4月までの3年間、生活保護基準が平均6.5％（最大

10％）切り下げられました。生活保護基準は、憲法25条が定めた「健康

で文化的な生活」の具体化です。「暮らしのものさし」が根拠なく引き

下げられ、国民の暮らしが脅かされる事態に、何とか押し留めようと訴

訟に立ち上がった人たちは全国で1000人を超えています。 

 私たち、新生存権裁判東京原告団の裁判は、昨年10月29日に第１回口

頭弁論を行い、第２回口頭弁論が２月６日に迫っています。１００人の

参加で傍聴席を埋め尽くしましょう。 
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2月1日 10:30-15:00

2019年

衆議院第一議員会館 大会議室

10:30～12:00

開会 国会情勢報告(国会議員に要請中)

学習「全世代型社会保障改革の正体は」

講師：石倉康次さん (総合社会福祉研究所理事長)

中
央
集
会

12:00～14:00

国会議員要請行動

14:15～15:00
要請行動報告集会

第
二
部

中央社会保障推進協議会・全日本年金者組合
日本高齢期運動連絡会

お問い合わせ 日本高齢期運動連絡会 ℡/fax 03-3384-6654

主催団体

金

2.1中央集会とは
2.1集会は、老人医療無料制度が廃止され
た1983年から毎年開催されています。老
人福祉法の精神が放棄された2月1日を記
憶に刻み、その時々の政策・運動課題の
学習や要請行動に取り組んできました

署名を全国から持ち寄り参加ください

（資料代 300円）
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■      適正な国民健康保険料 (税)の収入確保事業に係る交付基準

1 交付の目的
収納率向上の実績を上げた保険者、収納率向上に効果的な対策を実施した保険者
又は適切な保険料 (税)を賦課している保険者に交付金を交付することにより、国
民健康保険の事業運営の健全化を図る。

交付の対象

1)収納率向上に関わる取組成績が良好であること。
収納率、日座振替率が高い、差押件数が多いなど、客観的な観点から収納率向
上に積極的に取り組んでいると認められる場合

iプ

'(2)徴
収専門員派遣等の収納対策事業

税務部門における滞納整理事務経験又は民間の金融部門における債権回収業
務経験が豊富な徴収専門員を滞納整理担当として配置した場合

(3)口 座振替キャンペーン事業
国座振替キャンペーンとして新たに口座振替による納付を開始した者及び口座振替
による納付を遅滞なく継続している者に特典を付与した場合。日座振替キャンペーン実
施に要する費用のみを交付対象とする。ただし、特別徴収対象世帯に対し実施した場

合を除く。

(4)滞納処分の取組推進のための体制整備
職員が徴収権限を十分に活かして滞納処分事務に注力できるよう、職員以外の

人材の積極的な活用を図ること等、滞納処分の取組促進に向けた体制整備を進め

るための事業を対象とする。ただし、国特別調整交付金の対象となる経費を除く。

(5)保険料 (税)の適正な応益割合確保への取組があること。     1
次に掲げる取組があること:ただし、特別区においては統一保険料方式を採用
しているため、アに係る交付は対象外とする。

なお、応益割合は、昭和 63年 11月 11日 厚生省発保第 96号 「国民健康保
険基盤安定負担金交付要綱」様式第 2-1号 「保険基盤安定負担金繰入金額基礎
表 (医療分)」 から一般被保険者に係る害1合を算出する。
ア 平成 27年度の医療分保険料 (税)の応益割合が、45%以 上 55%未満で
ある場合

イ 平成 27年度に保険料 (税)率の改定 (賦課限度額の引き上げのみの場合を
除く。)を行い、前年度より医療分の応益割合が上昇した場合。ただし、前年
度の応益割合が 50%を 超えている場合は、交付対象外とする。

(6)新たな納付方法を導入した場合
ア コンビニエンスス トアでの収納に係る初期導入経費を支出 した場合
イ マルチペイメン トネットワークを利用 した収納に係る初期導入経費を支出

２
タ
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した場合。ただし、国特別調整交付金の交付対象である口座振替については、

交付対象外とする。

ウ クレジットカー ドを利用した収納に係る初期導入経費を支出した場合
工 その他新たな方法での収納に係る初期導入経費を支出した場合
(7)その他の効果的な収納対策事業
保険者が実施する独自事業で、東京都福祉保健局保健政策部国民健康保険課に

設置する都特別調整交付金審査委員会において、収納率向上対策事業として先駆

的かつ効果的と認められる事業を実施した場合

3 交付額の算定方法
(1)収納率向上に関わる取組成績が良好であること。
別紙「収納率向上に関わる取組成績別交付算定表」に定めるところによる。

(2)徴収専門員派遣等の収納対策事業
別表に定めるところによる。

(3)口 座振替キャンペーン事業
別表に定めるところによる。

(4)滞納処分の取組推進のための体制整備
別表に定めるところによる。

(5)保険料 (税)の適正な応益割合確保への取組があること。
年度平均被保険者数に応 じて次の表に定める額

2の (6)のアに該当する場合     2の (6)のイに該当する場合
年度平均被保険者数 交付額

5千人未満
1万人未満
5万人未満
0万人未満
0万人以上

2,000千円

4,000千円

20,000千円

40,000千円

60,000千円

年度平均被保険者数 交付額

5千人未満
1万人未満
5万人未満
0万人未満
0万人以上

1,000千 円

2,000千円

10,000千 円

20,000千円

30,000千円

(6)新たな納付方法を導入 した場合
別表に定めるところによる。

(7)その他の効果的な収納対策事業
別表に定めるところによる。

4 交付申請に係る調書の提出について
2の (2)、 (3)、 (4)、 (6)及び (7)に該当する特別調整交付金の交付申請
は、別添 2様式 1及び別添 2様式 2に よる調書を作成の上、事業説明資料を添付 し

て、あらかじめ東京都と協議を行 うことにする。

また、平成 28年 1月 末までに、別添 2様式 3及び別添 2様式 4に よる調書に実
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績及び事業の効果を検証できる資料を添付して、東京都に事業報告を行 うこととす
る。

別添 2様式 1 平成 27年度都特別調整交付金 事業実施計画書
別添 2様式 2 平成 27年度都特別調整交付金 事業経費積算内訳 (計画 )
別添 2様式 3 平成 27年度都特別調整交付金 事業実施状況報告書
別添 2様式4 平成 27年度都特別調整交付金 事業経費実績 (見込)額内訳
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男lli恭 2局11砥

収納率向上に関わる取組成績別交付算定表

1 収納率部門
(1)現年分収納率

平成 26年度現年分収納率に応 じて、次の表に定める額を交付する。

(単位 :千円)

(2)現年分収納率伸び率

平成 26年度現年分収納率伸び率に応じて、次の表に定める額を交付する。ただし、
平成 25年度現年分収納率伸び率が負の値であった場合は、その分を平成 26年度現
年分収納率伸び率に加算するものとする。

(単位 :千円)

(3)滞納繰越分収納率

平成 26年度滞納繰越分収納率に応 じて、次の表に定める額を交付する。ただし、
保険料と保険税は徴収権の消滅時効が異なるため、保険料を課す る場合はア、保険税

を課する場合はイを適用する。

A

年度平均被保険者数

10万人以上

(以下「A」 という。)

B

年度平均被保険者数

5万人以上

10万人未満

(以下「B」 とい う。)

C

年度平均被保険者数

1万人以上

5万人未満

(以下「C」 という。)

D

年度平均被保険者数

1万人未満

(以下「DJと い う。)

収納率 交付額 収納率 交付額 収納率 交付額 収納率 交付額

92%以上 105,000 92%以上 60,000 96%以上 35,000 98%以上 3,500

91%以上 95,000 91%以上 55,000 95%以上 33,000 97%以上 3,000

90%以上 85,000 90%以上 50,000 94%以上 30,000 96%以上 2,500

89%以上 75,000 89%以上 45,000 98%以上 28,000 95%以上 1,800

87.673る

以上 65,000

87.67%

以上 40,000

91.90%

以上 25,000

93.72%

以上 l,000

現年分収納率

伸び率

交付額

A B C D

2.5%以上 105,000 60,000 35,000 3,500

1.5%以上 85,000 50,000 30,000 2,500

O.55%以上 65,000 40,000 25,000 1,000
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ア 保険料を課する場合 (単位 :千円)

イ 保険税を課する場合 (単位 :千円)

(4)滞納繰越分収納率伸び率

平成 26年度滞納繰越分収納率伸び率に応じて、次の表に定める額を交付する。

(単位 :千円)

2 滞納処分部門
(1)差押

①差押件数による交付

平成 26年度に新規に差押処分を行つた件数 (以下「新規差押件数」という。)に応

じて、次の表に定める額を交付する。

(単位 :千円)

滞納繰越分

収納率

交付額

A B C D

39%以上 35,000 20,000 12,000 1,000

34%以上 25,000 15,000 9,000 600

29%以上 15,000 10,000 7,000 200

滞納繰越分

収納率

交付額

A B C D

38%以上 35,000 20,000 12,000 1,000

33%以上 25,000 15,000 9,000 600

28%以上 15,000 10,000 7,000 200

滞納繰越分

収納率伸び率

交付額

A B C D

5.0%以上 35,000 20,000 12,000 1,000

4.0%以上 25.000 15、 000 9,000 600

3.0%以上 15.000 10,000 7,000 200

新規

差押件数

交付額

A B C D

500件以上 40,000 30,000 20,000 2,000

300件以上 20,000 15,000 10,000 1,000

100件以上 10,000 8,000 5,000 500
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②差押割合による交付

平成26年度における滞納世帯数に占める新規差押件数の割合 (小数点以下第 3位を
四捨五入す登堂2とす●ュ以J[差押割合」_と_ぃ つn2_■主旦鰍 上の保険童二3.ヵЮュp二_
円、差押割合10%以上の保険者に5, 000千甲を交付立る。

(2)被保険者資格証明書

平成 26年度における滞納世帯数に占める被保険者資格証明書発行枚数の割合 (小
数点以下第 3位を四捨五入するものとする。以下「資格証発行割合」という。)に応じ

て、次の表に定める額を交付する。

3 口座振替部門
(1)平成 26年度における世帯数から特別徴収世帯数を控除した世帯数に占める国座振
替世帯数の割合 (小数点以下第 2位を四捨五入するものとする。以下「口座振替世帯

率」という。)に応じて、次の表に定める額を交付する。

(2)平成 26年度における国民健康保険新規加入世帯数から特別徴収世帯数を控除した
世帯数に占める口座振替世帯数の割合 (小数点以下第 2位を四捨五入するものとする。

以下「新規口座振替世帯率」という。)に応じて、次の表に定める額を交付するc

(単位 :千円)

資格証

発行割合

交付額

A B C D

10%以上 15,000 10,000 5,000 500

5%以上 8,000 5,000 3,000 300

(単位 :千円)

口座振替

世帯率

交付額

A B C D

50%以上 5,000 4,000 3.000 300

40%以上 3.000 2,000 1;000 100

(単位 :千円)

新規口座振替

世帯率

交付額

A B C D

80%以上 7,000 6,000 5,O00 500

70%以上 5,000 4,000 3,000 300

60%以上 3,000 2,000 1,000 100
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4 用語の定義
この算定表において使用する用語は、次に掲げるとおりとする。

(1)現年分収納率

国民健康保険事業状況報告書 (事業年報)B表 (1)2.保 ll■料 (税)収納状況 (一
般被保険者分)(以下「事業年報 B表収納状況」という。)に規定する現年分収納額及
び国民健康保険退職者医療事業状況報告書 (退職者医療事業年報)E表 (1)2.保険
料 (税)収納状況 (以下「事業年報 E表収納状況」という。)に規定する現年分収納額

の合算額を、事業年報 B表収納状況に規定する現年分調定額から現年分居所不明者分

調定額を控除した額及び事業年報 E表収納状況に規定する現年分調定額から現年分居

所不明者分調定額を控除した額を合算した額で除して得た数 (小数点以下第 3位を四

捨五入するものとする。)をいう。

(2)現年分収納率伸び率

平成 26年度現年分収納率から平成 25年度現年分収納率を控除した値をいう。

(3)滞納繰越分収納率

事業年報 B表収納状況に規定する滞納繰越分収納額及び事業年報 E表収納状況に規

定する滞納繰越分収納額の合算額を、事業年報 B表収納状況に規定する滞納繰越分調
定額から滞納繰越分居所不明者分調定額を控除した額及び事業年報 E表収納状況に規

定する滞納繰越分調定額から滞納繰越分居所不明者分調定額を控除した額を合算した

額で除して得た数 (小数点以下第 3位を四捨五入するものとする。)をいうc

(4)滞納繰越分収納率伸び率

平成 26年度滞納繰越分収納率から平成 25年度滞納繰越分収納率を控除した値を
いう。

(5)差押処分を行つた件数

平成 26年度国民健康保険料 (税 )の滞納処分状況等の調査 (平成 27年 7月 15
日付 27福保保国第 324号 )様式 1「平成 26年度滞納処分状況」に規定する「差
押」の「預貯金」、「給与」、「生命保険」、「国税還付金」、「その他債権」、「不動産」、「動

産」及び 「その他」の「処分件数 。新規分 (B)件数」の合計値をいう。

(6)滞納世帯数

平成 28年度予算関係資料 (平成 27年 6月 19日 付け厚生労働省保険局国民健康

保険課事務連絡)様式第 16の 1「滞納者対策に関する調査」に規定する「滞納世帯

数」の値をいう。

(7)被保険者資格証明書発行枚数

平成 28年度予算関係資料 様式第 16の 1「滞納者対策に関する調査」に規定す
る「平成 27年 6月 1日 現在Jの 「被保険者資格証明書 交付世帯数」の値をいう。
(8)世帯数

平成 26年度国民健康保険事業の実施状況報告 様式 3「保険料 (税)収納状況等報
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告書 (以下「収納状況報告書」という。)」 1(その2)に規定する 「世帯数 (E)」 の
値をいう。

(9)特別徴収世帯数

収納状況報告書 1(その 1)に規定する「特別徴収 (年金天引き)の世帯数 (C)の
値をいう。

(10)口 座振替世帯数
収納状況報告書 1(1)に 規定する「口座振替の世帯数 (B)」 の値をいう。
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別表

交付基準 事業名 対象経費
交付率、交付額及び

交付上限額

別添 1 1)保健事業
ア 生活習慣改善指導
イ 健康相談
ウ 重複・頻回受診者に
対する指導

工 特定健康診査未受診
者・特定保健指導未利

用者対策等

オ 生活習慣病重症化予
防対策

事業に必要な報酬、給

料、職員手当等、共済

費 (共済組合負担金、

社会保険料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

の他 の収入額 を控除

した額

〔交付率〕 10/10。 ただし、
備品購入費は 1/2
〔交付上限額〕年度平均被保険者

数に応 じた次の表に定める交付

上限額を限度とする。

(単位 :千円)

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 2,000

1万人以上

5万人未満
3,000

5万人以上

10万人未満
5,000

10万 人以上 10,000

〔交付率〕 10/10。 ただし、
備品購入費は1/2
〔交付上限額〕年度平均被保険者

数に応 じた次の表に定める交付

上限額を限度とする。

(単位 :千円)

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 2, 000

1万人以上

5万人未満
3, 000

5万人以上

10万人未満
5, 000

10万 人以上 10,000
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(2)医療費分析事業
ア レセプ ト及び療養費
支給申請書

イ 特定健康診査・特定
保健指導の実施結果

〔交付率〕 10/1o
〔交付上限額〕年度平均被保険者

数に応 じた次の表に定める交付

上限額を限度とする。

(単位 :千円)

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 2, 000

1万人以上

5万人未満
3, 000

5万人以上

10万人未満
5, 000

10万人以上 10, 000

(4)その他の独自事業 〔交付額〕知事が必要と認めた額

別添 2 (2)徴収専門員派遣等の
収納対策事業

報酬、給料、職員手当

等、共済費 (共済組合

負担金、社会保険料に

限る)、 賃金、報償費、

旅費、役務費及び委託

料

〔交付率〕 10/1o
〔交付上限額〕年度平均被保険者

数及び平成 24年度からの交付
年数に応 じた次の表に定める交

付上限額を限度とする。

交付年数 3年まで (単位 :千円)

交付年数 4年以降 (単位 :千円)
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|

1

(3)口 座振替キャンペー

ン事業

事業に必要な報酬、給

料、職員手当等、共済

費 (共済組合負担金、

〔交付率〕 10/10
〔交付上限額〕年度平均世帯数の

1割 ×4, 000円

(4)滞納処分の取組推進
のための体制整備

社会保険料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

の他の収入額を控除し

た額

〔交付率〕 10/10。 ただし、
備品購入費は 1/2
〔交付上限額〕年度平均被保険者

数及び平成 24年度からの交付
年数に応 じた次の表に定める交

付上限額を限度とする。

交付年数 3年まで (単位 :千円)

交付年数 4年以降 (単位 :千円)

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 10,000

1万人以上

5万人未満
20, 000

5万人以上

10万人未満
30, 000

10万人以上 40, 000

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 5, 000

1万人以上

5万人未満
10,000

5万人以上

10万人未満
15, 000

10万 人以上 20, 000
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(6)新たな納付方法を導
入 した場合

ア コンビニエンスス
トアでの収納に係る

初期導入経費を支出

した場合

イ マルチペイメント
ネットワークを利用

した収納に係る初期

導入経費を支出した

場合

ウ クレジットカー ド
を利用した収納に係

る初期導入経費を支

出した場合

工 その他新たな方法
での収納に係る初期

導入経費を支出した

場合

〔交付率〕 10/10。 ただし、
備品購入費は1/2

(7)その他の効果的な収

納対策事業

〔交付額〕知事が必要と認めた額

局り,黍 3 (2)柔道整復施術、はり・

灸及びあんま・マッサー

ジに関する療養費支給

申請書の点検体制の充

実 。強化に関する事業

事業に必要な報 811、 給

料、職員手当等、共済

費 (共済組合負担金、

社会保険料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

の他の収入額を控除し

た額

〔交付率〕 10/1o。 ただし、
備品購入費は1/2

(3)後発医薬品 (ジェネ
リック医薬品)の普及

促進に関する事業

〔交付率〕 10/10。 ただし、
備品購入費は1/2

(4)その他の独自事業 〔交付額〕知事が必要と認めた額
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男り:恭 4 (1)医療費通知事業 事業の内容に応じて次の表に定める額

事業内容 交付額

6か月分を実施 1通 ×25円

12か月分を実施 1通× 50円

(2)国民健康保険事業の

未加入者への制度の

PR事業

事業に必要な報酬、給

料、職員手当等、共済

費 (共済組合負担金、

社会保険料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

の他の収入額を控除し

た額

〔交付率〕 10/10。 ただし、
備品購入費は1/2
〔交付上限額〕 10, 000千円

(3)その他の独自事業 〔交付額〕知事が必要と認めた額

別添 6 (4)その他の独自事業又

はその他特別な事情が

ある場合

事業に必要な報酬、給

料、職員手当等、共済

費 (共済組合負担金、

社会保険料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

の他の収入額を控除し

た額

〔交付額〕知事が必要と認めた額
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フ9ィゎ
ノ 69ン〕

月J痢鴫2

収納率向上に関わる取組成績別交付算定表

1 収納率部門
(1)現年分収納率

平成 29年度現年分収納率に応して、次の表に定める額を交付する。

(単位 :千円)

(2)塀年分収納率伸び率 ,

平成29年度現年分収納率伸び早に応して、次の表に定める領を交付する。ただし、

平成28年度現年分収納率伸び率が負の値であった場合は、その分を平成 29年度昴
年分収納率伸び率にカロ算するものとする。

(単位 f千円)

(3)滞納繰越分収納率

平成29年度滞納繰越分収納率に応じて、次の表に定める額を交付する。ただし、

保険料と保険税は徹収権の消滅時効が異なるため、保険料を課する場合はア、保険税

を課する場合はイを適用する。

010/100d Oド 9L(Y)B91ビ L t6LO乙     06`L-8889-30 XeJ  国製燿  軍ヨ¥幸 日

A

年度平均被保険者数

10万人以上

(以下「A」 という。)

B

年度平均被保険者数

6万人以上

10万
―

(以下「BJという。)

C

年度平均被保険者撒

1万人以上

5万人未満

(以下「C」 という。)

D

年度平均被保険者数

1万人未満

(以下「D」 という。)

収納率 交付額 収納率 交付額 収納率 交付額 収納率 交付額

93%以上 105,000 93%以上 6Q000 97%以上 85,000 99%以上 3,600

92%以上 95,000 92%以上 55,000 96%以上 33)000 98.5%以上 3,000

91%以上 85,000 91%以上 50,000 95%以上 30,000 98%以上 2,500

90%以上 75:000 90%以上 45,000 94%以上 281000 97%以上 1,800

88.61%

以上 65,000

88`59%

以上 40,000

98。28%

以上 25,000

96.11%以上

1)000

現年分収納率

伸び率

交付額

A B C D

2、40%以上 105,000 60,000 35,000 3,500

1.舶%以上 85,000 501000 301000 2,500

0.40%以上 65,000 40,000 25,000 1,000
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ア 保険料を課する場合 (単位 :千円)

イ 保険税を課する場合 (単位 :千円)

(4)浦納繰越分収納率伸び率

平成29年度滞納繰越分収納率伸び率に応じて、次の表に定める額を交付する。

2 口座振替部門
(1)平成29年度における世帯数から特BII傲収世帯戦を控除した世帯数に占める口犀振

替世帯数の割合 (小数点以下第 2位を四捨五入するものとする。以下
「口μ損替世帯

率Jという。)に応じて、次の表に定める額を変付する.

(2)平成29年度における国民健康保険新規加入世帯数から特別徹収世帯数
を控除した

世帯数に占める口座振春世帯数の割合 (小数点以下第
2位を四捨五人するものとする。

以下「新規口座振替世帯率Jという。)に応じて、次
の表に定める額を交付する.

滞納繰越分

収納率

交付額

A B C D

41%以上 35,000 20,000 12,000 1,000

86%以上 26,000 15,000 9,000 800

81%以上 15,000 10,000 7,000 200

滞納繰越分

収納率

交付観

A B 0 D

41%以上 35,000 20,000 12)000 1,000

86%以上 251000 15,000 9,000 800

31%然上 15,000 10,000 7,000 200

(単位 :千円)

滞納繰越分

収納率伸び率

交付額

A B C D

015%以上 85)000 20,000 12,000 1,000

4,5%以上 25,000 15,000 9,000 600

2.6%以上 15,000 10,000 7,000 200

(単位 :千円)

010/乙 00d LL:9[(Y)日 9Lビ t t610Z 06`L-3889-80 XeJ 国製鰹  軍ヨ¥率 日
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(単位 :千円)

3 用話の定義
この算定表において使用する用語は、次に掲げるとおりとする.

(1)現年分収納率
1 国民健康保険事業状況報告書 (事業年報)B表 (1)2.保険料 (税)収納状況 (一
般被保険者分)(以下「事業年報 B表収納状況」という。)に規定する現年分収納額及
び国民健康保険退職唐医療事業状況報告書 (退職者医療事業年報)E表 (1)2.保険
料 (税)収納林況 (以下「事業年報E衰収納状況」という。)に規定する現年分収納額
の合算額を、事典年報 B漫収納状況に規定する現年分調定額から現年分居所不明者分
調定額を控除した額晨び事業年報 E表収納状況に規定する現年分調定額から現年分居
所不明者分調定額を控除した額を合算した額で除して得た数 (小数点以下第3位を四
捨五入するものとする。)をいう。
(2)現年分収納率伸び率

平成29年度現年分収納率から平成28年度現年分収納率を控除した値をいう。
(3)滞納繰越分収納率 

イ

事業年IR B表収納状況に規定する滞納繰越分収納領及び事業年報 E表収納状況に規
定する滞納繰趙分収納類の合算額を、事業午報 B表収納状況に規定する滞納繰越分調
定叡から滞納繰越分居所不明者分調定額を控除した額及び事業年報 E表収納状況に規
定する滞納繰越分調定額から滞納繰越分居所不明者分調定額を控除した額を合算した

額で除して得た数 (小数点以下第 3位を四捨五入するものとする。)をいう。
(4)滞納繰越分収納畢伸び率

平成29年庫滞納繰越分収納率から平成28年度滞納繰越分収納率を控除した値を
いう。

(5)世帯数

平成29年度実施状況報告 様式3-2「保険料 (税)収納状況等報告書 (以下「収
納状況報告書」という。)Jに規定する「世帯数 (3)」 の値をいう。
(6)特局1微収世帯数

収納状況報告書に規定する 昧錫U徹収 (年金天引き)の世帯数 (c)の値をいう。
(7)口厘振替世帯数

収納状況報告書に規定する「口座振替の世帯数 (B)Jの値をいう。

新規口座授替

世帯率

交付額

A B C D

80%以上 7,000 6,000 5,Ooo 500

70%以上 5,000 4,000 3,000 300

80%以上 3,000 2,000 1,000 100

010/800d LL19[(Y)日 9LUL t6LO乙     06`L-388S-80 XeJ  国製鰹  軍ヨ章 率 日
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月lJヲ疑

交付麗準 事業名 対象経費
交付率、交付額及び

交付上限額

第 1 (1)保健事業
ア 生活習慣改善指導
イ 健康相談
ウ 重複 嵐顔回受静者に
対する指導

特定健康診査未受譲

者・特定保健指導未利

用者対策等

事業に必要な報酬、給

料、職員手当等、共済

費 (共済組合負担金、

社会保険料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用舜、役勝費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

〔交付率〕 10/1o.た だし、
備品購入費は1/2
〔交付上限額〕年度平均被保険者

数に応した次の表に定める交付

上限額を限度とする。

(単位 :千円)

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 12,0001
1万人以上

5万人未満
3,000

の他の lDI入額を控除

した額

5万人以上

10万人未満
5,000

110万人以上 |_19フ 0001
オ 生活習慣病重症化予
防対策

力 健康づくり推進の地
域活動等

キ 地域包括ケアシステ
ムの推進の取粗

夕 禁煙支援

〔交付率〕 10/10.た だし、
備品購入費は 1/2
〔交付上限額〕年度平均被保険者

数に応じた次の表に定める交付

上限領を限度とする。

(単位 】千円)

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 2,000

1万人以上

5万人未満
3,000

5万人以上

10万人未満
5, 000

10万人以上 10,000

010/900d ttL19L(Y)日 3Lビ L t6LOZ    06こ L-38CS-30 XeJ  国製蝦  軍ヨ ¥率 日
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1

(2)医療費分析事業

ア レセプ ト及び療養費
支綸申請書

イ 特定健康静査 “特定
保健指導の実施結果

〔交付率〕10/10。 ただし、

備品購入費は1/2
〔交付上限額〕年度平均被保険者

数に応じた次の表に定める交付

上IEIを限度とする。

(単位 :千円)

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 2)000

1万人以上

5万人未満
3,000

5万人以上

10万人未満
51 000

10万人以上 10,000

(4)その他の独自事業 〔交付額〕知事が必要と認めた額

O LO/900d ttL:91(γ )日 9Lビ t t610乙     06`L-8889-80 XeJ  国製暇  軍ヨ章 求 日45



第 2 (2)徴収専門員派遣等の

収納対策事業

報酬、給料、職員手当

等、共済費 (共済組合

負担金、社会保険料に

限る)、 賃金、報償費、

旅費、役務費及び委託

料

〔交付率〕 10/10
〔交付上限額〕年度平均被保険者

数及び平成 24年度からの交付
年数に応した次の表に定める交

付上限額を限度とする。

交付年数 3年まで (単位 :千円)

交付年数4年以降 (単位「千円)

年度平均被保

険者数
交付上限領

1万人未満 5,000

1万人以上

5万人未満
10,000

5万人以上

10万人未満
15,000

10万人以上 20, 000

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 2.500

1万人以上

5万人未満
5, 000

5万人以上

10万人未満
7, 500

10万人以上 10,000

(3)日 座振替キャンペー

ン事業

事業に必要な報酬、給

料、職員手当常、共済

費 (共済組合負担金、

社会保rlQ料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用費、役藩費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

の他の収入額を控除し

た額

〔交付率〕 10/10
〔交付上限領〕年度平均世帯数の

1割 X4,000円

O LO/ι 00d乙 [:9L(Y)日 9[ビ L t6LOZ    06ι L-380S-00 XeJ  国製鰈  軍ヨ ¥率 日46



(4)滞納処分の取組推進
のための体制整備

〔交付率〕 10/10。 ただし¬

備品購入費は1/2
〔交付上限顔〕年度平均被保険者

数及び平成 24年度からの交付

年数に応じた次の表に定める交

付上限額を限度とするロ

交付年数3年まで (単位 I千円)

交付年数4年以降 (単位 1千円)

年度平均被保

険者数
交付上限額

1万人未満 10,000

1万人以上

5万人未満
20, 000

5万人以上

10万人未満
30, 000

10万人以上 40,000

年度平均被保

rlQ者数
交付上限額

1万人未満 5,000

1万人以上

5万人未満
10,000

5万人以上

10万人未満
15,000

10万人以上 20, 000

O LO/800d乙 ド9L(Y)89[ビ 1 16LOZ    06ι L-330S-00 XeJ  国製鰹  軍ヨ章 率 日47



(5)新たな納付方法を導
入した場合

ア コンピユエンスス
トアでの収納に係る

初期導入経費を支出

した場合

イ マルチペイメント
ネットヮークを利用

した収納に係る初期

導入経費を支出した

場合

ウ クレジットカード
を利用した収納に係

る初期導入経費を支

出した場合

工 その他新たな方法
での収納に係る初期

導入経費を支出した

場合

〔交付率〕 10/1o。 ただし、
備品購入費は1/2

(6)その他の効果的な収

納対策事業

〔交付額〕知事が必要と認めた額

第 3 (2)′ 柔遭整復施術、はり・

灸及びあんま。マッサ~

ジに関する療養費支給

申請書の点検体制の充

実 。強化に関する事業

事業に必要な報酬、給

料、職員手当等、共済

費 (共済組合負担金、

社会保険料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

の他の収入額を控除し

た額

〔交付率〕 10/10。 ただし、
備品購入費は1/2

(3)後発医薬品 (ジェネ
リック医薬品)の普及

促進に関する事業

〔交付率〕10/10,ただし、
備品購入費は1/2

'(4)そ
の他の独自事業 〔交付額〕知事が必要と認めた額

O LO/600d Z[19L(Y)日 9[ビ [16 LOZ    06ι L-388S-00 XeJ  国製鰈  軍要 ¥率 日48



第 4 (1)医療費通知事業 事業の内容に応じて次の表に定める額

事業内容 交付額

6か月分を実施 1通 X25円

12か月分を実施 1通 X50円

(2)国民健康保険事業の

未カロ入者への制度の

PR事業

事業に必要な報酬、給

料、職員手当等、共済

費 (共済組合負担金、

社会保険料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

の他の収入額を控除し

た額

〔交付率〕 10/10。 ただし、

備品購入費は1/2
〔交付上限頓〕 101 000千円

(3)その他の独自事業 〔交付額〕知事が必要と認めた額

第 6 (3)そ の他の独自事業又

はその他特Bllな事情が

ある場合

事業に必要な報酬、給

料、職員手当等、共済

費 (業済組合負担金、

社会保険料に限る。)、

賃金、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託

料、使用料及賃借料、

負担金補助及交付金及

び備品購入費で、実際

に支出した経費から、

寄附金、他の補助金そ

の他の収入額を控除し

た額

〔交付額〕知事が必要と認めた額

O LO/OLOd Z[:9L(Y)日 9[ビ I t6LO乙     06`L-3889-00 XeJ  [ヨ 呈:」呈 軍ヨヨ羊子率日49
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憲法と障害者権利条約の求める社会の実現をめざし！ 

第 52 回 

障害者の生活と権利を守る都民集会 
◆日時：２０１９年２月１１日（月・祝日）１０時～１７時００分 

◆場所：戸山サンライズ（全国障害者総合福祉センター 掲載地図参照） 

◆日程・内容        ＊資料代２０００円、 保育・送迎有り 

午前 全体会（１０時～１２時３０分） 

記念講演 宇都宮 健児氏 

 「日本国憲法は、平和、生活の礎」 

【プロフィール：弁護士。元日本弁護士連合会会長。多重債務問題、消費者金融問

題の専門家。宮部みゆきの小説『火車』に登場する弁護士のモデル。

反貧困ネットワーク代表や年越し派遣村名誉村長を務める。】 

 

午後 分科会（１３時３０分～１７時００分） 

 

 

分科会 分科会のテーマ 

第１分科会 障害のある子どもの教育の充実を求めて 

第２分科会 障害者の社会参加と自立を支援する障害福祉サービスについて 

第３分科会 障害者施設の抱える問題や課題について  

第４分科会 誰もが安心して暮せる福祉のまちづくり 

第５分科会 暮らしの場づくりを考える 

障害者と家族の生活と権利を守る都民連絡会 

連絡先：新宿区大久保１－１－２富士一ビル４階 

ＴＥＬ：03-3207-5636  ＦＡＸ：03-3207-5638 
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